
（第６回データ資料集） 
内閣官房行政改革推進本部事務局 

 
● 関係者・関係機関が「組む」ことで付加価値を向上させられないか。 

【ケーススタディ①】労働力移動の円滑化 
【ケーススタディ②】問題ある子どもへの対応 
 

● 「組む」ことで付加価値の向上が期待できる他の事例や、地域・現場での
サービス提供における改善点として何があるか。 

＜テーマ＞ 行政の現場 



行政事務の分担管理 

（出典）首相官邸ホームページ（http://www.kantei.go.jp/jp/joho/） 

国家行政組織法（昭和二十三年七月十日法律第百二十号） 
 
（行政機関の長） 
第五条 
 各省の長は、それぞれ各省大臣とし、内閣法（昭和二十二年法律第五号）にいう
主任の大臣として、それぞれ行政事務を分担管理する。 
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産業政策・雇用政策等の連携 
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福祉 
雇用 

産業政策 
失業保険給付 職業紹介 職業訓練 

国 厚生労働省 
厚生労働省 
労働局 
      ハローワーク 
               サポステ 

 
厚生労働省 

ポリテクセンター
（独法） 

 

経済産業局 
（経済産業省） 

県 県福祉事務所 県無料職業紹介事業 
  ジョブカフェ 職業訓練校 産業政策 

市町村 
市町村福祉事務所
（生活保護等） 
自立支援 

市無料職業紹介事業 自立支援 企業誘致 

民間 自立支援NPO 職業紹介ビジネス 専門学校 
大学、高専 中小企業 

（出典）事務局作成資料 

【労働力移動の円滑化】 



職業訓練における国・都道府県・民間教育訓練機関の役割分担 

（出典）厚生労働省 (2013) 「高齢・障害・求職者雇用支援機構」 
行政改革推進会議独立行政法人改革等に関する分科会第二ワーキンググループ説明資料 3 



公共職業安定所（ハローワーク）とは？ 

4 （出典）厚生労働省 (2013)  地方分権改革有識者会議第１回雇用対策部会説明資料 



若年層の年齢別・職種別転職活動状況 

5 （出典）インテリジェンス (2013) 「ホンネの転職白書」（http://doda.jp/guide/ranking/074.html） 
（25歳～39歳のホワイトカラー系職種の正社員、契約社員を対象としたインターネット調査。有効回答数：5,000件） 

2013年の就職
活動 

転職を検討
した 

転職活動
をした 

転職した 

小売／外食 44.1% 16.7% 7.0% 

IT 40.5％ 20.5％ 6.0% 
商社 39.6％ 16.5％ 6.3％ 
広告・メディア 39.2％ 15.0％ 5.3％ 

サービス 38.7％ 16.7％ 6.4％ 

金融 37.5％ 14.1％ 5.9％ 

メディカル 35.5％ 13.6％ 9.0％ 
建設・不動産 34.5％ 14.6％ 4.8％ 

メーカー 32.1％ 14.3％ 4.0％ 

http://doda.jp/guide/ranking/074.html


転職者が前職場を退職した理由 

6 （出典）リクルート (2011) 「転職者の動向・意識調査2011年1月～3月期」 
（『リクナビＮＥＸT』退会者のうち転職決定者に対するインターネット調査。回収数：2,447件） 

転職する場合の条件として重視する点 



労働生産性の国際比較 

7 （出典）公益財団法人日本生産性本部 (2013) 「日本の生産性の動向2013年版」 

総就業者数 
 ＧＤＰ  労働生産性＝ 総労働時間 

 ＧＤＰ 時間当たり 
労働生産性 

＝ 



福祉 教育 警察 
（生活安全部局） その他 

国 厚生労働省 文部科学省 警察庁 
法務省（少年犯罪）、
厚生労働省（医療） 

など 

県 
児童相談所 
県福祉事務所 

県社会福祉協議会 
県教委 
高校 県警本部 

市町村 
市町村福祉事務所（生
活保護等）…ケース
ワーカー 
市町村社会福祉協議会 

市町村教委 
小中学校 

…教員（学級担任・生
徒指導教員）、 

スクールカウンセラー、 
スクールソーシャル
ワーカー 

警察署 

民間 福祉NPO 
児童委員 教育NPO 

地域住民・PTA 
地域NPO 
医療機関 
保護司 

8 （出典）事務局作成資料 

【スクールソーシャルワーカー】 
子どもに関する関係部局の連携 
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児童生徒が置かれた様々な環境の問題への働き掛け 

        スクールソーシャルワーカー   
    教育と福祉の両面に関して、専門的な知識・技術を有するとともに、 
    過去に教育や福祉の分野において、活動経験の実績等がある者 

 

児童生徒 

いじめ 
暴力行為 
不登校 

  児童虐待 等 

児童相談所、福祉事務所、 
保健・医療機関、適応指導教室、 
警察、家庭裁判所、保護観察所 等 

関係機関 

学校 

784人（H24年度実人数） 

【校内体制づくり】 
・校内チーム体制の構築 
・教職員のサポート 
・教職員等への研修 など 

【関係機関との連携】 
・ネットワークの構築 
・関係機関との調整 
・情報・行動連携 など 

補助事業者：都道府県・指定都市・中核市 

補 助 率：１／３ 

スクールソーシャルワーカー活用事業 
                                 平成２６年度予算額（案）：３９４百万円 （平成２５年度予算額３５５百万円）                                   

連携・調整 連携・調整 

地域 友人 
家庭 

 (注) 文部科学省作成資料に事務局が加筆 



平成24年度「スクールソーシャルワーカー活用事業」実施
結果（概要）（国費補助分のみ） 

10 （出典）文部科学省資料 
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（出典）米村美奈「スクールソーシャルワー
カーの実態と今後の課題―東京都三鷹市にお
ける調査からみえてきたもの―」国際経営・

文化研究16 (1), 51-68ページ 

スクールソーシャルワーカーの必要性・役割 
（東京都三鷹市の教職員への調査） 



スクールソーシャルワーカーに関する全国調査 

12 （出典）大阪府立大学 (2013) 「エビデンス・ベースト・スクールソーシャルワーク～SSWの実態、学校や教員の状況の可視化へ～」
（http://www.human.osakafu-u.ac.jp/ssw-opu/reports/publish1.html） 



「スクールソーシャルワー力一活用事業」における 
取組事例 

13 （出典）文部科学省資料 

【事例１ 不登校・家庭環境の問題】 
家庭環境が原因で欠席がちの児童に対し、ＳＳＷが家庭や関係機関の調整等を行うことによって状況が改善し
た例 

両親と当該児童の三人家族。両親の関係が険悪となり、当該児童は近くに住む祖父母宅で生活することもあっ
た。その後、母親が失踪、父親が自殺企図を繰り返すため、児童は精神的に不安定となり、欠席がちとなった。
学校、教育委員会、主任児童委員、ＳＳＷはケース会議をもち、まず祖父母による「生活相談」という形で家
庭に介入することとした。ＳＳＷは祖父母への相談を受けるとともに、祖父母の紹介で父親に面会。一度はＳ
ＳＷの支援を拒否した父親だが、相談電話をかけてきたことをきっかけに、ＳＳＷが関係機関と調整し、生活
保護等の手続きを行った。また、ＳＳＷは、父親の学校に対する要望や苦情を取り次いで校長に伝えるととも
に、担任とのトラブルに対しても仲介に入った。その結果、父親は学校に協力的になり、児童も安定して登校
できるようになった。 

【事例２ 不登校・家庭環境の問題】 
経済的困窮を含めた家庭環境が課題となっていた児童生徒がＳＳＷの働き掛けにより登校状況が改善した例 
 
母子六人世帯。支援対象は中３と小６。両児とも不登校状態にあり、背景には経済的困窮を含めた家庭環境の
課題があった。母親には精神疾患があり、就労困難で、家事も不安定であった。長兄は知的障害者で就労が安
定せず、次兄は高校進学ができず非行傾向、姉は高校に進学していたが不登校傾向にあった。中学校からＳＳ
Ｗ派遣要請があり、支援を実施。小中連携会議を開催し、支援プランの作成を行うとともに、学校だけでは解
決・改善できない課題については、関係機関（児童相談所、区保護課、区子ども担当、区精神保健担当）と協
議する拡大ケース会議を実施した。ＳＳＷは家庭訪問、面談を継続して行った結果、学校、ＳＳＷ、関係機関
との連携により、生活保護の申請・受給へとつながった。また、母親の精神科への受診が可能となった。さら
には、ＳＳＷが長兄、姉に対する就労支援への動機付けを行い、関係機関（区障害担当、ハローワーク等）へ
つないだ。経済的支援等がなされることで、中３と小６の両児も徐々に登校ができるようになった。 
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【その他の地域における行政サービス】 

暮らしの保健室 



15 （出典）（株）ケアーズ白十字訪問看護ステーション・暮らしの保健室 (2012) 「平成２４年度在宅医療連携拠点事業成果報告」
（http://www.ncgg.go.jp/zaitaku1/renkeikyoten/2013/201303_date.html） 



武雄市立図書館 
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図書館を中心とした市民生活の提案 
「生活提案の場」を全国に手掛けてきたCCCが、初めて企画・運営に取り組んだ図書館です。 
"図書館を中心とした市民生活の提案"というコンセプトを掲げ、佐賀県の武雄市とともに策定した、市民のだれもが利用しやすく、利用し
たくなる"市民の生活をより豊かにする図書館"を作る「新・図書館構想」のもと、武雄市図書館・歴史資料館は2013年4月1日にリニューア
ルオープンしました。 
資料収蔵や図書貸出の場といった従来の図書館像にしばられず、図書館、書店、カフェが一体的に融合することで、コーヒーを味わいなが
ら館内の本を自由に読むことができ、勉強も仕事も会話もできるなど、さまざまなライフスタイル・ステージの市民に居心地の良い場と新
たなコミュニティを創出しています。 
従来の行政主導や民間企業にお任せ、といった指定管理のあり方ではなく、官と民が本質的に連携し、企画段階から本の搬出・搬入などの
開館準備、市民への説明、オープン後の現在に至るまでのプロセスを共有することで実現した武雄市図書館は、2013年度グッドデザイン
賞「金賞」も受賞しています。 

（出典）カルチュア・コンビニエンス・クラブホームページ（http://www.ccc.co.jp/showcase/sc_004056.html） 



武雄市立図書館：利用者アンケート 

（出典）武雄市教育委員会 (2013) 「武雄市図書館・歴史資料館利用者アンケート」（https://www.city.takeo.lg.jp/info/2013/07/post-1024.html） 17 
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住民サービスの向上と行政業務の効率化 
（窓口業務のアウトソーシング） 

東京都足立区の取組 

パーティションを配置した足立区役所 
  の戸籍窓口 

開放感を演出した足立区役所の待合 
スペース 

待ち人数のわかる表示版 

（出典）富士ゼロックスシステムサービス株式会社プレス発表資料（平成25年12月26日） 



19 

区役所窓口ワンストップサービスの取組 

福岡県北九州市の事例 

(出典) 一般財団法人全国地域情報化推進協会「Future」Vol.15(2012.3） 
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